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対処方法

収益認識基準の適用前においても、売手と買手の会
計処理が必ずしも対称的であったわけではない。たと
えば、売手が出荷基準で収益を認識する一方、買手が
検収基準で仕入を認識する場合で、売手の出荷後・買
手の検収前に決算を迎えるようなケースがそれであ
る。このようなケースの対処方法としては、未達取引
の調整として買手の会計処理を売手の会計処理と対称
的なものに修正するための連結修正仕訳を起票し、そ
のうえで連結会社間内部取引の消去を行うことにより
重要な差異が発生しないようにするというのが一般的
である。
収益認識基準の適用により新たに発生する差異につ
いても、未達取引の調整と同様に対処することが考え
られる。しかしながら、収益認識基準の適用により新
たに発生する差異は未達取引による差異とは必ずしも
同質ではないことから、未達取引の調整と同様の方法
により起票される連結修正仕訳については、その内容

が理解しがたく直観に反するようなものとなってしま
うことも想定される。そのため、これとは逆に、売手
の会計処理を連結修正仕訳により収益認識基準の適用
以前の状態に戻すことで買手の会計処理と対称的なも
のとなるように修正し、そのうえで連結会社間内部取
引の消去を行うという対処方法も考えられる。このほ
か、売手と買手の会計処理の対称性を欠いたまま連結
会社間内部取引の消去を行い、その結果発生した差異
について、事後的に連結修正仕訳で対処するという方
法も考えられる。
本稿では、基本的に未達取引の調整と同様に買手の
会計処理を売手の会計処理と対称的なものとなるよう
に修正する方法を採用しているが、他の方法を採用し
ても基本的に結果は同様となるはずである。ただし、
税効果や非支配株主持分への按分まで考慮すると、状
況次第では採用する方法により結果が異なることもあ
り得る。また、売手と買手が異なるセグメントに属し
ている場合には、採用する方法により連結会計システ
ムで自動作成されるセグメント情報への影響が異なり
得るため、連結会計システムにおけるセグメント情報

売手と買手の会計処理の対称性がポイント
収益認識基準の連結修正仕訳への影響の対処法
自動仕訳・手入力仕訳はどうなる
収益認識基準の連結修正仕訳の検討論点
Ⅰ　収益の認識単位が変更されるケース（ステップ２関連）
Ⅱ　一時点の収益認識から一定期間にわたる収益認識へ変更されるケース（ステップ５関連）
Ⅲ　顧客と約束した対価に変動対価が含まれるケース（ステップ３関連）
Ⅳ　契約書に記載されている金額とは異なる金額で収益を計上するケース（ステップ４関連）
Ⅴ　連結会社が代理人として関与するケース（「本人と代理人の区分」・「委託販売契約」関連）
Ⅵ　連結会社に有償支給するケース（「有償支給取引」関連）

収益認識基準の 連結修正仕訳チェック
設例で徹底解説
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2021年４月１日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首から、企業会計基準29号「収益認識
に関する会計基準」（以下、「収益認識会計基準」という）および企業会計基準適用指針30号「収益認識に関
する会計基準の適用指針」（以下、「収益認識適用指針」という。また、「収益認識会計基準」と「収益認識適
用指針」をあわせて「収益認識基準」という）の原則適用が開始される。
すでに多くの会社で収益認識基準の単体仕訳への影響については検討が済んでいるものと思われる。そ
の一方で、連結修正仕訳への影響については検討が後手に回っているケースや深く検討がなされていない
ケースもあるように見受けられる。
本稿では、収益認識基準の連結修正仕訳への影響について、設例を用いて検討する。
なお、文中の意見にわたる部分は、筆者らの私見であることをお断りしておく。
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